
＊手当
＊子育て支援
＊健全育成
＊仕事と子育て
＊健康
＊里親等
＊施設

４

　
子 供
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◆　東京都内の虐待に関する相談件数
　　平成16年の児童福祉法と児童虐待防止法の改正により、区市町村が児童虐待の通告の第一
　義的窓口となりました。

◆　虐待の種類

◆　東京都虐待者の内訳　（平成27年度） ◆　区市町村虐待者の内訳　（平成28年度）

・身体的虐待一殴る、蹴る、やけどを負わせる、溺れさせるなど
・性的虐待一性的行為の強要、性器や性交を見せる、ポルノグラフィの被写体にするなど
・ネグレク卜一家に閉じこめる、食事を与えない、ひどく不潔にする、自動車の中に放置する、
　同居人による虐待を放置するなど
・心理的虐待一言葉による脅し、無視、兄弟間の差別扱い、子供の前でDVを行うなど

おぼけ
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　児童に関する手当としては、児童手当（国）、
児童育成手当（都・市町村）、児童扶養手当（国）、
特別児童扶養手当（国）、障害児福祉手当（国）、
重度心身障害者手当（都）がある。児童育成
手当の中には、育成手当・障害手当の２種類
の手当がある。なお、区においては、児童育
成手当と同種の手当制度を実施している。
　児童手当(国)は中学校修了前（15歳到達後
最初の年度末）まで、児童扶養手当（158㌻）
と児童育成手当の中の育成手当（158㌻）は父
又は母と生計を同じくしていない家庭を対象
としている。
　心身障害児のいる家庭に対する手当には、
特別児童扶養手当（99㌻）及び児童育成手当
の中の障害手当（100㌻）がある。更に重い
障害がある児童に対しては、障害児福祉手当
（100㌻）と重度心身障害者手当（101㌻）が
設けられている。
　これらの手当は、重度心身障害者手当を除
き、いずれも保護者などの所得による支給制
限があり、また、手当によっては施設に入所
しているときは支給されないものもある。ま
た、各手当相互間の併給制限はない。

◇ 児童手当
支給対象　日本国内に住所があり、中学校修
了前（15歳到達後最初の年度末）までの児童
を養育している人に支給
手 当 額　該当児童１人につき次の額
（一般受給者）
①所得制限限度額未満の者
　・３歳未満：月額15,000円

　・３歳以上小学校修了前（第１子、第２子）
　　：月額10,000円
　・３歳以上小学校修了前（第３子以降）
　　：月額15,000円
　・小学校修了後中学校修了前
　　：月額10,000円
②所得制限限度額以上の者（特例給付）
　・０歳から中学生：月額5,000円
（施設等受給者）
　・３歳未満：月額15,000円
　・３歳以上小学校修了前：月額10,000円
　・中学生：月額10,000円
所得制限　別表（283㌻）
支給方法　申請のあった翌月から、６月・10
月・２月に、その前月までの分を金融機関の
本人口座に振り込む。公務員の場合、勤務先
に申請して支給される。
申　　請　区市役所・町村役場（303㌻）へ
根拠法令等　児童手当法
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課

☎5320-4123(直通)
32-771(内線)

手　　　　　当
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　子育て家庭からの相談や、相談に応じた支
援サービスの提供、サービスの調整、地域で
の子育てサークルの支援や組織化などを行
う、地域での子育て家庭支援の核である「子
供家庭支援センター」事業や、生後４ヶ月ま
での乳児のいるすべての家庭を訪問する「乳
児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事
業）」、保育所、児童館などの機能を活用して、
子育て相談や啓発活動などを行う「子育てひ
ろば」事業がある。また、緊急、一時的に児
童の預りを行う「ショートステイ・トワイラ
イトステイ事業」や子育て親子が安心して外
出できる環境整備を行う「赤ちゃん・ふらっ
と事業」などがある。

◇ 子供家庭支援センター
　子供と家庭の総合的支援機関として、下記
の事業を行い、地域の子供と家庭に関する支
援ネットワークを構築する。
センターの種類　①先駆型子供家庭支援セン
ター（事業内容①から④を実施するほか⑤の
選択実施が可能）　②従来型子供家庭支援セ
ンター・小規模型子供家庭支援センター（事
業内容①・②を実施するほか④及び⑤のⅡの
選択実施が可能）
事業内容
①子供家庭総合ケースマネジメント事業
・子供と家庭に関する様々な相談の受付
・ ショートステイ、トワイライトステイ、一
　 時預かりなど「子供家庭在宅サービス」の
提供

・サービス調整（支援計画の策定・実施）

② 地域組織化事業（子育てサークル、ボラン
ティアの育成）

③要支援家庭サポート事業
・虐待家庭等に対する見守りサポート
・養育支援訪問事業
④在宅サービス基盤整備事業
・子供家庭在宅サービス事業の担い手となる
　養育家庭の普及等の活動
⑤専門性強化事業
Ⅰ虐待対応の強化
Ⅱ心理的ケアへの取組
　現在は60区市町村で事業を実施。（平成29
年４月１日現在）
所 在 地　311㌻参照
根拠法令等　子供家庭支援センター事業実施
要綱
担当課　福祉保健局少子社会対策部家庭支援課
 ☎5320-4371(直通)

32-668(内線)

◇ 東京子育て応援事業
　都民や企業等による寄附及び都の出えんに
よる「東京子育て応援基金」を活用し、地域、
学校、職場などの様々な場で、特定非営利活
動法人や企業等が創意工夫を凝らして取り組
む先駆的、先進的な事業に対して助成金を交
付することで、社会全体で子育ての応援を進
める。
助成対象事業　①若者支援事業　②出会い・
結婚支援事業　③親子の健康づくり事業　④
多世代交流事業　⑤子供・子育て支援事業
助成対象者　都内に本社又は事務所を有する

子 育 て 支 援
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法人（設立後３年経過している等の要件有）
助 成 額　最大1,000万円
助成対象期間　交付決定の日から２か年度
申　　請　募集説明会に参加した上で申請。
書類及びプレゼンテーションによる審査で対
象者を決定。
根拠法令等　東京子育て応援事業実施要綱等
問 合 せ　（公財）東京都福祉保健財団

☎3344-8535
担当課　福祉保健局総務部企画政策課

☎5320-4202（直通）
32-202（内線）
FAX 5388-1401

◇ 乳児家庭全戸訪問事業
　 （こんにちは赤ちゃん事業）
　生後４ヶ月までの乳児のいるすべての家庭
を訪問し、育児についての相談に応じ、助言
その他の援助等を行うことにより、地域の中
で子供が健やかに育成できる環境整備を図
る。
事業内容　①育児に関する不安や悩みの傾
聴、相談　②子育て支援に関する情報提供　
③乳児及びその保護者の心身の様子及び養育
環境の把握　④支援が必要な家庭に対する提
供サービスの検討、関係機関との連絡調整
根拠法令等　児童福祉法ほか
担当課　福祉保健局少子社会対策部家庭支援課
 ☎5320-4371（直通）

32-662（内線）

◇ 子育てひろば事業
　 （地域子育て支援拠点事業）
　身近な地域の子育て家庭の支援を行うた
め、概ね０歳から３歳までの乳幼児とその保

護者が一緒に遊んで過ごせる場を提供しなが
ら、子育て相談や子育てサークルの支援等を
行う。
事業内容　①子育て親子の交流の場の提供と
交流の促進　②子育て等に関する相談及び援
助　③地域の子育て関連情報の提供　④子育
て及び子育て支援に関する講習等の実施
根拠法令等　児童福祉法ほか
担当課　福祉保健局少子社会対策部家庭支援課
 ☎5320-4371(直通)

32-668(内線)

◇ 子育て短期支援事業
事業内容　①保護者が疾病等の理由により児
童の養育が一時的に困難となった場合や経済
的な理由により緊急一時的に母子を保護する
ことが必要な場合等に、児童養護施設、母子
生活支援施設、乳児院、保育所等において、
７日間程度預かる「ショートステイ」②保護
者が仕事等の理由により平日の夜間又は休日
に不在となり家庭において児童を養育するこ
とが困難な場合等に、上記の児童福祉施設等
において預かる「トワイライトステイ」
費　　用　区市町村長等が定める額
申 込 み　子供家庭支援センター（311㌻）・
区市役所・町村役場（303㌻）・福祉事務所（33・
299㌻）
根拠法令等　児童福祉法ほか
担当課　福祉保健局少子社会対策部家庭支援
課 ☎5320-4371(直通)

32-668(内線)

◇ 一時預かり事業
　保護者の傷病等に伴い、緊急・一時的な保
育を必要とするとき、また、保護者の育児に
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伴う心理的・肉体的負担を軽減するため、保
育所等において児童を一時的に預かる。
対象児童　就学前児童
費　　用　実施施設により異なる
問 合 せ　実施施設又は区市役所・町村役場
（303㌻）
根拠法令等　児童福祉法ほか
担当課　福祉保健局少子社会対策部保育支援課
 ☎5320-4129(直通)

32-792(内線)

◇ 赤ちゃん・ふらっと事業
　保育所、児童館、公民館、図書館、その他
不特定多数の者が利用する施設等において、
授乳やおむつ替え、休憩のための施設設備（以
下「赤ちゃん・ふらっと」という。）を設ける
ことにより、乳幼児を持つ親が安心して外出
を楽しめる環境を整備することを目的とする。
実施主体
　都内に「赤ちゃん・ふらっと」を設置する
者（行政、民間を問わない。）
事業内容
　一定の設備要件を満たす「赤ちゃん・ふらっ
と」を設置し、運営管理を行うとともに都が
交付する適合証（赤ちゃん・ふらっとマーク）
を表示し、都民にその所在等を広く周知する
事業
整 備 数　1,447施設（平成29年５月31日現在）
内　　訳　区部917施設、市町村部530施設
届出施設の詳細については、ホームページに
て公表している。（随時更新）
根拠法令等
　乳幼児を持つ親が安心して外出できる環境
の整備事業（赤ちゃん・ふらっと事業）実施
要綱

担当課　福祉保健局少子社会対策部家庭支援課
 ☎5320-4371(直通)

32-662(内線)

◇ 利用者支援事業
　子供及びその保護者等、又は妊娠している
方がその選択に基づき、教育・保育・保健そ
の他の子育て支援を円滑に利用できるよう、
必要な支援を行なう。
実施主体　利用者支援事業を実施している区
市役所・町村役場又は実施施設
根拠法令等　利用者支援事業実施要綱
担当課　福祉保健局少子社会対策部計画課
 ☎5320-4138（直通）

32-742（内線）

◇ 子育て応援とうきょう
　 パスポート事業
　社会全体で子育て家庭を応援する機運を醸
成する本事業の趣旨に賛同する企業や店舗等
が善意により、中学生以下の子供がいる子育
て世帯や妊娠中の方がいる世帯に、商品の割
引や粉ミルクのお湯の提供など、様々なサー
ビスを提供する。サービスを利用する際に必
要となるパスポートは、サイトからダウン
ロードできるほか、都内区市町村庁舎等で配
布している。
対象世帯　都内在住の、中学生以下の子供が
いる、又は妊娠中の方がいる世帯
協賛店数　1,732店（平成29年４月１日時点）
ホームページアドレス
子育て応援とうきょうパスポート運営サイト
http://kosodate.pass.metro.tokyo.jp/
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　児童の健全育成を図るため、児童に健全な
遊びを与えて、その健康を増進し情操を豊か
にすることを目的とする児童遊園、児童館な
どの児童厚生施設が設けられている。児童遊
園は屋外の施設で、広場、遊具その他の設備
が設けられている。児童館は地域の児童に健
全な遊びを与えるとともに、児童のための地
域組織活動を育成助長し、児童の健全な育成
を図る施設である。

◇ 児　童　館
事業内容　集会室、遊戯室、図書室などの設
置と利用。健全な遊びの提供と子供会などの
活動援助。
所 在 地　区市役所・町村役場（303㌻）へ。
594か所（平成29年４月１日現在）
根拠法令等　児童福祉法
担当課　福祉保健局少子社会対策部家庭支援課
 ☎5320-4371(直通)

32-665(内線)

　保護者が児童（０歳から小学校就学前ま
で）の世話をすることができない事情にある
とき、保護者に代わって保育する施設として
保育所（認可保育所）がある。また、認可外
の保育施設で都の認証を受けた認証保育所や
一定の資格を備えている家庭的保育者に対し
て、経費の助成が行われている。
　さらに、学齢児で放課後帰宅しても労働等
により保護者が不在の児童の健全育成のため
に、学童クラブが設けられている。

◇ 保　育　所（認可保育所）
　保育を必要とする乳児・幼児を日々保護者
の下から通わせて保育を行うことを目的とす
る施設。
開所時間　原則として11時間。なお、保護者
の労働時間、通勤事情などを考慮して時間を
延長する延長保育もある。
費　　用　家計に与える影響を考慮して区市
町村の長が定めた額
入所相談　区市の福祉事務所(保育担当課の場
合もある。）(33･299㌻ )･町村役場(303㌻ )へ

仕　事　と　子　育　て

健　全　育　成

根拠法令等　子育て応援とうきょうパスポー
ト事業実施要綱

担当課　福祉保健局少子社会対策部計画課
 ☎5320-4115（直通）

32-741（内線）
FAX 5388-1406
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定 員 等　平成28年４月現在　公立　901か
所、定員　94,154人　私立　1,441か所、定員
136,180人
　なお、入所できる児童の年齢は、保育所に
より異なる。
根拠法令等　児童福祉法
担当課　福祉保健局少子社会対策部保育支援課

☎5320-4128(直通)
32-781(内線)

◇ 認証保育所
　大都市の特性に着目した東京都独自の認証
基準を満たし、都が認証した認可外保育施設。
Ａ型とＢ型の２種類がある。都及び区市町村
は、運営費補助とＡ型を設置する場合等の開
設準備費補助を行っている。
定　　員　Ａ型　20人から120人
　　　　　Ｂ型　６人から29人
補助対象児童　
Ａ型　区市町村が必要と認める０歳から小学
校就学前までの都内在住の児童
Ｂ型　区市町村が必要と認める０歳から２歳
までの都内在住の児童。
開所時間　13時間以上を基本とする。
費　　用　認証保育所と利用者の契約による。
問 合 せ　各認証保育所へ（認証保育所一覧
はホームページhttp://www.fukushihoken.
metro.tokyo.jp/kodomo/hoiku/ninsyo/
ichiran.htmlに掲載）
根拠法令等　東京都認証保育所事業実施要
綱、東京都認証保育所事業実施細目
担当課　福祉保健局少子社会対策部保育支援課

☎5320-4212(直通)
32-786(内線)

◇ 認定こども園
　認定こども園制度とは、①就学前の子供を、
保護者の就労の有無にかかわらず受け入れ、
幼児教育・保育を一体的に提供する機能、②
地域における子育て支援を行う機能を備え、
都の認定又は認可を受けた施設。
　学校及び児童福祉施設の位置付けを持ち、
単一の認可施設となった幼保連携型と、認定
こども園を構成する施設により、幼稚園型、
保育所型、地方裁量型の３類型に分かれる。
対象児童　就学前の児童
費　　用　区市町村の長が定めた金額
問 合 せ　各認定こども園又は区市役所・町
村役場（認定こども園一覧はホームページ
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/
kodomo/hoiku/n_kodomoen/shisetsu
ichiran.htmlに掲載）
根拠法令等　就学前の子どもに関する教育、
保育等の総合的な提供の推進に関する法律
担当課　福祉保健局少子社会対策部保育支援課

☎5320-4250(直通)
32-784(内線)

◇ 家庭的保育事業
対象児童　区市町村が保育を必要と認めた乳
幼児
保 育 者　区市町村長が認定した家庭的保育
者（資格要件あり）
保育場所　家庭的保育者の自宅又は区市町村
が認めた場所
保育時間　１日８時間を原則とし、区市町村
長又は事業者が定める。
費　　用　区市町村長が定める。
問 合 せ　区市役所・町村役場（303㌻）へ
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根拠法令等　児童福祉法、子ども・子育て支
援法等、家庭的保育事業等実施要綱
担当課　福祉保健局少子社会対策部保育支援課

☎5320-4131(直通)
32-755(内線)

◇ 小規模保育事業
実施主体　区市町村（区市町村が実施する施
設及び区市町村が補助を行う施設） 
定　　員　６人から19人まで 
対象児童　０歳児から２歳児まで
基　　準　区市町村が規定
問 合 せ　区市役所・町村役場
根拠法令等　児童福祉法、子ども・子育て支
援法等
担当課　福祉保健局少子社会対策部保育支援課

☎5320-7775（直通）
32-751（内線）

◇ 居宅訪問型保育事業
　保育を必要とする乳幼児の居宅において、
家庭的保育者による保育を行う。区市町村長
の認可を受けた居宅訪問型保育事業は、子ど
も・子育て支援新制度の給付の対象となる。
対象児童　０歳児から２歳児まで　
問 合 せ　区市役所・町村役場
根拠法令等　児童福祉法、子ども・子育て支
援法
担当課　福祉保健局少子社会対策部保育支援課
 ☎5320-4131（直通）

32-755（内線）

◇ 事業所内保育事業
　従業員の子供のほか地域の子供を一定割合
以上受け入れ区市町村長の認可を受けた事業

所内保育事業は、子ども・子育て支援新制度
の給付の対象となる。
対象児童　０歳児から２歳児まで　
問 合 せ　区市役所・町村役場
根拠法令等　児童福祉法、子ども・子育て支
援法
担当課　福祉保健局少子社会対策部保育支援課
 ☎5320-4131（直通）

32-756（内線）

◇ 病児保育
　病中又は病気の回復期にあることから集団
保育が困難であって、保護者が勤務等の理由
により家庭で保育できない児童に対し、保育
所・医療機関等に付設された専用スペース等
において保育及び看護ケアを行う。
対象児童　乳児・幼児又は小学校に就学して
いる児童
利 用 料　各区市町が定める額
問 合 せ　区市役所・町役場（303㌻）又は実施施設
担当課　福祉保健局少子社会対策部保育支援課

☎5320-4129(直通)
32-792(内線)

◇ 定期利用保育事業
　パートタイム勤務や育児短時間勤務等、保
護者の就労形態の多様化に対応し、保育所等
において児童を一定程度継続的に保育する。
対象児童　就学前児童。ただし、同居親族等
が対象児童を保育できる場合を除く。
費　　用　実施施設により異なる
問 合 せ　実施施設又は区市役所・町村役場
（303㌻）
根拠法令等　一時預かり事業・定期利用保育
事業実施要綱
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担当課　福祉保健局少子社会対策部保育支援課
☎5320-4129(直通)

32-792(内線)

◇ 送迎保育ステーション事業
　自宅から遠距離にある保育所等でも通所を
可能にするため、保護者にとって利便性のよ
い場所に送迎ステーションを設置し、バス等
により児童を送迎する取り組みを行う。
実施主体　区市町村
費　　用　実施施設により異なる
問 合 せ　区市役所・町村役場へ
担当課　福祉保健局少子社会対策部保育支援課

☎5320-4129（直通）
32-792（内線）

◇ 学童クラブ
対象児童　保護者が労働等により、昼間家庭
にいない小学校に就学している児童
開所時間　下校時からおおむね18時まで。な
お、都型学童クラブ事業により、19時以降ま
で開所する学童クラブもあり。
利用相談　区市役所・町村役場（303㌻）へ
設置場所　児童館、学校、公民館などに設置
担当課　福祉保健局少子社会対策部家庭支援課

☎5320-4371(直通)
32-662(内線)

◇ 育児休業制度
　「育児・介護休業法」に基づき、子を養育
する男女労働者は、原則として子が１歳に達
するまでの間で希望する期間、休業できる。
対象労働者　男女労働者（日々雇用を除く。）
一定の範囲の期間雇用者も対象となる。
期間・回数　原則として子が１歳に達するま

での連続した期間で、子１人につき１回。保
育所に入所できない等、一定の事情がある場
合には、１歳６か月まで可能。
　父母ともに育児休業を取得する場合、休業
可能期間が１歳２か月までに延長される（パ
パ・ママ育休プラス）。また、妻の出産後８
週間以内に父親が育児休業を取得した場合、
特別な事情がなくても再度の取得が可能。
手　　続　書面又はファックスや電子メール
等（事業主が適当と認める場合に限る。）に
より事業主に申し出る。
その他の制度　①所定労働時間の短縮措置
（事業主は、３歳に満たない子を養育する労働
者について労働者が希望すれば利用できる短
時間勤務制度を設ける義務がある。）　②所定
外労働の免除（３歳に満たない子を養育する
労働者が請求した場合には、事業主は所定労
働時間を超えて労働させてはならない。）③時
間外労働を制限する制度（小学校就学の始期
に達するまでの子を養育する労働者が、その
子を養育するために請求した場合、原則とし
て事業主は１か月について24時間、１年につ
いて150時間を超える時間外労働をさせてはな
らない。）　④深夜業を制限する制度（小学校
就学の始期に達するまでの子を養育する労働
者が、その子を養育するために請求した場合、
原則として事業主は午後10時から午前５時ま
で労働させてはならない。）　⑤子の看護休暇
（小学校就学の始期に達するまでの子を養育
する労働者が申し出ることにより、対象とな
る子が１人であれば年５日、２人以上であれ
ば年10日、半日単位で看護休暇を取得できる。）
担当課　産業労働局雇用就業部労働環境課

☎5320-4649(直通)
37-681(内線)
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　母子の健康に関しては、各種の健康診査・
保健指導・相談などが行われている。また、
経済的に困難な母子のために、入院助産・妊
娠高血圧症候群等にかかっている妊産婦への
医療給付などが行われている。
　児童の医療に関しては、未熟児の養育医療、
結核にかかっている児童の療育給付、小児慢
性疾患の医療費助成、大気汚染に係る健康障
害者の医療費助成（247㌻）、身体に機能障害
があり手術等が必要な児童に対する自立支援
医療（育成医療）が行われている。
　これらの医療給付では、健康保険、国民健
康保険などの保険の自己負担分を公費で負担
するが、世帯の所得に応じて費用徴収基準に
より、費用の一部を徴収する。なお、一部の
ものについては費用徴収をしない。

◇ 母子の健康診査・保健指導
①母子健康手帳　母と子が健康診査や保健指
導を受けたとき、その都度必要な事項を記録
する、母と子の健康を守る手帳。妊娠・出産

の状態、乳幼児期の経過、予防接種の記録の
ほか、妊産婦の健康管理及び新生児の養育に
当たり必要な情報などを記載。妊娠届を区市
役所・町村役場（303㌻）に提出したときに交付
②妊婦健康診査　全ての妊婦に対して妊婦健
診の費用の一部を受診票により公費で負担。
公費負担回数は14回。Ｂ型肝炎、梅毒血清反
応検査、ＨＩＶ抗体検査及び子宮頸がん検診
等を実施している。超音波検査は区市町村に
より回数が異なる。
③乳児健康診査　３から４か月まで、６から
７か月まで、９から10か月までの乳児及び経
過観察の必要な乳児を対象に、健康診査・保
健指導・離乳食指導などを実施。また、健康
診査の結果、必要に応じて専門医療機関での
精密健康診査を実施
④１歳６か月児健康診査　１歳６か月児を対
象に身体発育や発達の状況などに関する健康
診査、歯科健康診査を実施。健康診査の結果、
必要に応じて専門医療機関での精密健康診査
を実施

健　　　　　康

◇ 子育て援助活動支援事業
　 （ファミリー・サポート・
　 センター事業）
　育児の手助けをしたい人（提供会員）と手
助けを受けたい人（依頼会員）からなる会員
組織で、仕事と育児の両立を支援するため、
会員どうしで地域において育児に関する援助
活動を行う。
援助内容　①保育施設の保育開始前や終了後
に子供を預かる。②保育施設までの送迎を行

う。③学童クラブ終了後に子供を預かる。④
学校の放課後に子供を預かる。⑤冠婚葬祭や
他の子供の学校行事の際、子供を預かる。⑥
買い物等外出の際、子供を預かる。
＊ 子供を預かる場所は、原則として提供会員
の自宅

申 込 み　区市役所・町村役場（303㌻）へ
50区市町で実施（平成29年４月１日現在）
担当課　福祉保健局少子社会対策部家庭支援課

☎5320-4371(直通)
32-668(内線)
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⑤３歳児健康診査　３歳児を対象に、健康診
査、歯科健康診査、視力検診、聴覚検診、心
理相談、保健指導を実施。健康診査等の結果
必要に応じて専門医療機関での精密健康診査
を実施
⑥産婦健康診査　３から４か月までの乳児健
康診査時に、母親を対象に健康診査を実施
⑦新生児訪問指導　新生児を対象に、保健師
や助産師が家庭訪問し、病気の予防、発育・
栄養、環境、疾病等について、保護者に適切
な保健指導を行う。
⑧妊産婦訪問指導　妊婦及び産後１年未満の
産婦を対象に保健師や助産師が家庭訪問をし
て、日常生活上の保健指導を行う。
⑨母親・両親学級、育児学級　妊婦及び乳幼
児をもつ母親等を対象に妊娠から産じょく期
間中の身体管理及び育児に関する実際上の知
識についての指導を行う。
⑩未熟児訪問指導　未熟児を対象に保健師等
が家庭訪問し、保護者に必要に応じた適切な
保健指導を行う。
⑪先天性代謝異常等検査　フェニルケトン尿
症等の先天性代謝異常などは、早期発見、早
期治療することにより知的障害などの心身障
害を防ぐことができる。保護者の希望により
新生児を対象に医療機関で血液検査を実施。
検査料は無料。採血料などは自己負担
⑫療育相談　身体に障害のある児童や疾病に
より長期に療養を要する児童を対象に専門医
等による相談や指導を行う。
⑬電話相談「子供の健康相談室（小児救急相
談）」　子供の健康・救急に関する相談に、看
護師や保健師等が応じている。必要に応じて
小児科医が対応する。
利用時間　月から金曜日まで（休日・年末年

始を除く。）18時から23時まで
土・日・休日・年末年始　９時から23時まで
相談電話 ☎5285-8898　☎ ＃8000
　(プッシュ回線の固定電話・携帯電話)
⑭SIDS電話相談　SIDS（乳幼児突然死症候
群）をはじめ、病気・事故・流産・死産など
で子供を亡くされた家族等の精神的支援を目
的として、専門職（保健師又は助産師）及び
体験者が相談に応じている。
利用時間　毎週金曜日（休日・年末年始を除
く。）10時から16時まで
相談電話 ☎5320-4388
⑮電話・メール相談「妊娠相談ほっとライン」
　妊娠・出産に関する様々な悩みについて、
電話又はメールで看護師などの専門職が相談
に応じ、内容に応じて適切な関係機関の紹介
も行う。
利用時間
電話　月～土　10時から22時まで
　　　　（元旦を除く。）
メール　24時間365日受付
相　　談
電　話　☎5339-1133
メール　 下記福祉保健局ＨＰ上の専用フォー

ムより必要事項を入力して送信。
ホームページアドレス
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.
jp/kodomo/sodan/ninshin-hotline.html
⑯電話相談「不妊・不育ホットライン」　不
妊に悩む夫婦等及び不育症で悩む方への専門
相談、精神的支援を目的として、専門のカウ
ンセラーが相談に応じている。
利用時間　毎週火曜日（休日・年末年始を除
く。）　10時から16時まで
相談電話 ☎3235-7455



◇ 子　　供 ◇

143

⑰TOKYO子育て情報サービス　電話及びイ
ンターネットによる情報提供サービス。「妊
娠と子育て」及び「子供の事故防止と応急手
当て」に関する約200項目の情報を電話及び
インターネットで365日24時間提供している。
情報項目の一覧を掲載したリーフレットは、
保健所や保健センター 等の窓口で入手でき
る。
ホームページアドレス
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/
kodomo/kosodate/info_service/index.html
 ☎3568-3711
根拠法令等　①から⑪まで、⑬から⑰までは
母子保健法、⑫は児童福祉法
問 合 せ　①から⑩は区市役所・町村役場
（303㌻）、⑪～⑰は福祉保健局少子社会対策
部家庭支援課 ☎5320-4372(直通)

32-681(内線)
FAX 5388-1406

◇ 乳幼児期の事故防止学習ソフト
　子供のケガや死亡の主な原因となる不慮の
事故を防ぐため、大人が子供にとっての危険
を学習するソフトをホームページに掲載して
いる。学習ソフト「見つけて防ごう！子ども
にとっての身近な危険」
ホームページアドレス
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/
kodomo/shussan/nyuyoji/jikoboushi.html
担当課　福祉保健局少子社会対策部家庭支援課

☎5320-4372(直通)
32-681(内線)

◇ 東京都こども医療ガイド
　子供の病気やケガ、子育ての情報が載って

いるホームページ。
【主な提供情報】
　主に０歳から小学生程度までの子供に関す
る次の情報を提供している。
①症状別、病気別の基礎知識
　 　子供の発熱、発疹、下痢など症状に応じ
た対処法、風疹、とびひ、喘息など病気別
の特徴や注意点などを掲載

②事故やケガの対処法
　 　事故を予防するための注意点やケガをし
たときの対処の仕方などを掲載

③子育て情報
　 　子育て中によくあるお悩みや体の特徴、
予防接種、健診など各種情報を掲載

④その他
　 　医療機関案内サービス「ひまわり」や救
急相談センターなど子供の医療機関に係る
相談窓口やその他相談窓口を掲載

　パソコンからもスマートフォンからも下記
ホームページアドレスからアクセスができ
る。また、スマートフォンのカメラ機能を
利用して、二次元バーコードを取り込むとス
マートフォンからアドレスを入力せずに簡単
にアクセスすることができる。
ホームページアドレス
　http://www.guide.metro.tokyo.jp/

担当課　福祉保健局医療政策部医療政策課
☎5320-4448(直通)

33-322(内線)
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◇ 入 院 助 産
入院対象　保健上入院して分娩

べん

する必要があ
るにもかかわらず、経済的にその費用を支払
うことが困難な妊産婦（前年所得税額8,400
円以下の世帯（一部を除く。））
援護内容　分娩

べん

の介助、前後の処置及び看護
費　　用　費用徴収基準額表（285㌻）のと
おり負担
入院相談　福祉事務所（33･299㌻）へ
所 在 地　493㌻参照　33か所（平成29年４
月１日現在（休止中施設を除く。））
根拠法令等　児童福祉法
担当課　福祉保健局少子社会対策部家庭支援課
 ☎5320-4375(直通)

32-671～675(内線)
FAX 5388-1406

◇ 妊娠高血圧症候群等の
　 医療費助成
対　　象　妊娠高血圧症候群及びその関連疾
患、糖尿病及び妊娠糖尿病、貧血、産科出血
又は心疾患にかかっている妊産婦であって、
認定基準を満たし、母体又は胎児の保護のた
め医療機関に入院して治療を受ける必要のあ
る人で次のいずれかに該当する人
①前年の所得税額が30,000円以下の世帯に属
する人　②入院見込期間が26日以上の人
助成内容　入院治療に要する医療保険の自己
負担分（食費は自己負担）
申　　請　保健所（33･304㌻）へ
根拠法令等　東京都妊娠高血圧症候群等に係
る医療費助成実施要綱
担当課　福祉保健局少子社会対策部家庭支援課

☎5320-4375(直通)

32-671～675(内線)
FAX 5388-1406

◇ 特定不妊治療費助成
対　　象　特定不妊治療以外の方法によって
は、妊娠の見込みがないか又は極めて少ない
と医師に診断された法律上の夫婦で、夫及び
妻の前年の所得の合計が730万円未満
（1）特定不妊治療に係る医療費助成
対象となる治療法　体外受精及び顕微授精
（特定不妊治療）
助成回数　①妻の年齢が39歳までに通算１回
目の助成を受けた方は43歳になるまでに通算
６回まで　②妻の年齢が40歳～ 42歳までに
通算１回目の助成を受けた方は、43歳になる
までに通算３回まで
助成額上限　１回の治療につき、治療ステー
ジＡ20万円、治療ステージＢ25万円、治療ス
テージＣ及びＦ７万５千円、治療ステージＤ
及びＥ15万円まで
ただし、初回の申請に限り、30万円まで（Ｃ
及びＦを除く）
（2）精巣内精子生検採取法等に係る医療費助

成
対象となる手術法　知事が指定する医療機関
又は知事が指定する医療機関から紹介等を
された医療機関において受けた、特定不妊
治療に至る過程の一環として行われる、精子
を精巣等から採取するための手術（TESE、
MESA、PESA、TESA）
助成回数　「（1）特定不妊治療に係る医療費
助成」の妻の助成回数の範囲内
助成額上限　当該年度又は前年度に行われ
た、手術１回につき、15万円まで
申　　請　知事が指定する医療機関において
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特定不妊治療を受けた後、下記担当へ郵送。
なお、「（2）精巣内精子生検採取法等に係る
医療費助成」は「（1）特定不妊治療に係る医
療費助成」の申請と同時に申請することが必
要
根拠法令等　特定不妊治療に係る医療費の助
成に関する規則
担当課　
（八王子市を除く）
福祉保健局少子社会対策部家庭支援課

☎5320-4375(直通)
32-671～675(内線)
FAX 5388-1406
八王子保健所
☎042-645-5162

◇ 不妊検査等助成
対　　象　検査開始日における妻の年齢が35
歳未満までの法律上の夫婦
助成額上限　不妊検査及び一般不妊治療の自
己負担額（上限５万円。１回限り。）
申 込 み　夫婦ともに保険医療機関において
検査等を受けた後、下記担当へ郵送。
根拠法令等　不妊検査等助成事業実施要綱
担当課　福祉保健局少子社会対策部家庭支援課

☎5320-4375(直通)
32-671～675(内線)
FAX 5388-1406

◇ 療 育 給 付
対　　象　結核にかかっている18歳未満の児
童のうち、その治療のため医師が入院を必要
と認めた児童
給付内容　指定療育機関へ入院させ医療の給
付を行う（医療保険の自己負担分を給付の対

象とする）とともに、学習や療養生活に必要
な物品を支給。
費　　用　費用徴収基準（286㌻）のとおり
申　　請　保健所（33･304㌻）へ
根拠法令等　児童福祉法
担当課　福祉保健局少子社会対策部家庭支援課

☎5320-4375(直通)
32-671～675(内線)
FAX 5388-1406

◇ 小児慢性特定疾病の医療費助成
対　　象　18歳未満の児童で、次の病気にか
かっており、病状が認定基準を満たすもの。た
だし、18歳に達した時点で助成を受けていて、
なお引き続き医療を受ける必要がある場合は、
20歳に達するまで延長することができる。
①悪性新生物　②慢性腎疾患　③慢性呼吸器
疾患　④慢性心疾患　⑤内分泌疾患　⑥膠原
病　⑦糖尿病　⑧先天性代謝異常　⑨血液疾
患　⑩免疫疾患　⑪神経・筋疾患　⑫慢性消
化器疾患　⑬染色体又は遺伝子に変化を伴う
症候群　⑭皮膚疾患
助成内容　医療保険の自己負担分（所得に応
じた自己負担あり）
費　　用　自己負担上限額表（287㌻）のと
おり
申　　請　区部、八王子市及び町田市は保健
所（33･304㌻）へ。市町村部（八王子市及び
町田市を除く）は各市町村所管課（303㌻）へ
根拠法令等　児童福祉法
担当課　
（八王子市を除く）
福祉保健局少子社会対策部家庭支援課

☎5320-4375(直通)
32-671～675(内線)
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FAX 5388-1406
八王子市保健所
☎042-645-5162

◇ 養育医療の給付
対　　象　次のいずれかに該当する未熟児で
あって、入院して養育を受ける必要があると
医師が認めたもの　①出生時の体重が2,000
㌘以下の乳児　②生活力が特に弱く一定の症
状を示すもの
給付内容　未熟児を指定養育医療機関に入院
させ、養育に必要な医療を給付（医療保険の
自己負担分を給付の対象とする。）
申　　請　各区市町村所管課（303㌻）へ
実施主体　区市町村
根拠法令等　母子保健法
担当課（指定医療機関制度全般）
福祉保健局少子社会対策部家庭支援課

☎5320-4375(直通)
32-671～675(内線)
FAX 5388-1406

◇ 自立支援医療(育成医療)の給付
対　　象　18歳未満で、以下の疾病治療のた
め手術等を必要とし、確実な治療効果が期待
される児童　①視覚障害　②聴覚・平衡機能
障害　③音声・言語・そしゃく機能障害　④肢
体不自由　⑤心臓、腎臓、呼吸器、ぼうこう
若しくは直腸、小腸又は肝臓機能障害　⑥そ
の他の先天性内臓機能障害　⑦免疫機能障害
支給内容　身体に障害のある児童が、指定自
立支援医療機関において、早い時期に治療を
始め、将来生活していくために必要な能力を
得るために必要な手術等の医療を給付（医療
保険の自己負担分。ただし、医療費の１割の

自己負担あり。）
なお、原則、世帯の住民税額（所得割）が23
万５千円未満であること。
費　　用　負担上限月額表（288㌻）のとお
り
申　　請　各区市町村所管課（303㌻）へ
実施主体　区市町村
根拠法令等　障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律
担当課（制度全般）　
福祉保健局少子社会対策部家庭支援課

☎5320-4375(直通)
32-671～675(内線)
FAX 5388-1406

◇ 小児慢性特定疾病児童等
　 自立支援事業
　慢性的な疾病にかかっていることにより、
長期にわたり療養を必要とする児童等の健全
育成及び自立促進を図るため、児童及びその
家族からの相談に応じ、必要な情報の提供及
び助言を行うとともに、関係機関との連絡調
整等を行う。
担当課　福祉保健局少子社会対策部家庭支援課

☎5320-4375(直通)
32-671～675(内線)
FAX 5388-1406

◇ 乳幼児医療費の助成
助成対象　６歳に達する日以後の最初の３月
31日までの間にある乳幼児（義務教育就学前
までの乳幼児）を養育している者
対象除外　次のいずれかに該当する乳幼児は
対象にならない。　①国民健康保険や健康保
険などの各種医療保険に加入していない乳幼
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児　②生活保護を受けている乳幼児　③児童
福祉施設（母子生活支援施設は除く。）など
に措置により入所している乳幼児　④所得要
件等は、この事業を実施している区市町村が
決めているので、詳しいことは、該当の区市
役所・町村役場（303㌻）に問合せのこと。
助成範囲　国民健康保険や健康保険などの各
種医療保険の自己負担分。なお、この事業は
区市町村が実施しているので、詳しいことは、
該当の区市役所・町村役場（303㌻）に問合
せのこと。
助成方法　「◯乳医療証」と保険証を医療機関
の窓口に提示し、受診する。
　なお、都外や当制度による診療を取り扱わ
ない医療機関で受診するときは、保険の自己
負担分を一時立替払をし、後で区市役所・町
村役場の窓口に請求する。
手　　続　区市役所・町村役場（303㌻）へ
実施主体　区市町村
そ の 他　東京都は市町村へ、その経費の一
部を補助している（所得が別表（281㌻）の
所得額未満のもの）。
根拠法令等　乳幼児医療費助成事業実施要綱
担当課　福祉保健局保健政策部医療助成課

☎5320-4282(直通)
32-971(内線)

◇ 義務教育就学児医療費の助成
助成対象　６歳に達する日の翌日以後の最初
の４月１日から15歳に達する日以後の最初の
３月31日までの間にある児童（義務教育就学
期にある児童）を養育している者
対象除外　次のいずれかに該当する児童は対
象にならない。　①国民健康保険や健康保険
などの各種医療保険に加入していない児童　

②生活保護を受けている児童　③児童福祉施
設（母子生活支援施設は除く。）などに措置
により入所している児童　④所得要件等は、
この事業を実施している区市町村が決めてい
るので、詳しいことは、該当の区市役所・町
村役場（303㌻）に問合せのこと。
助成範囲　国民健康保険や健康保険などの各
種医療保険の自己負担分。なお、この事業は
区市町村が実施しているので、詳しいことは、
該当の区市役所・町村役場（303㌻）に問い
合わせのこと。
助成方法　「◯子医療証」と保険証を医療機関
の窓口に提示し、受診する。
　なお、都外や当制度による診療を取り扱わ
ない医療機関で受診するときは、保険の自己
負担分を一時立替払をし、後で区市役所・町
村役場の窓口に請求する。
手　　続　区市役所・町村役場（303㌻）へ
実施主体　区市町村
そ の 他　東京都は市町村へ、その経費の一
部を補助している（所得が別表（281㌻）の
所得額未満のもの）。
根拠法令等　義務教育就学児医療費助成事業
実施要綱
担当課　福祉保健局保健政策部医療助成課

☎5320-4282(直通)
32-971(内線)
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　里親制度とは、保護者がいないか、保護者
がいても様々な理由から家庭で暮らせない児
童（以下「要保護児童」という。）を家庭に
代わって養育する制度であり、都では養育家
庭（里親）、専門養育家庭、養子縁組里親、
親族里親の４つに分類している。里親に対す
る支援として、各種研修、レスパイトケア（里
親の一時的な休息）事業、児童相談所が実施
する交流会、養育家庭支援員による電話相談、
民間のノウハウを活かして支援を行う里親支
援機関事業等を行っている。
申 込 み　お住まいの地域を担当する児童相
談所（43･310㌻）に申し込み、所定の登録手
続きを経て認定・登録を受け、２年ごとに登
録更新手続を行う。
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課 

☎5320-4135(直通)
32-631(内線)

◇ 養育家庭（里親）
　要保護児童を、養子縁組を目的とせずに、
一定期間家庭において養育する。原則として、
２か月以内の短期間児童を養育する短期条件
付養育家庭や、他の里親が養育している児童
を一時的に預かるレスパイト限定養育家庭も
ある。認定を受けるには、都が定める研修を
受講する必要がある。
養育費等（平成29年３月現在）
①里親手当月額１人目７万2,000円、２人目
以降５万5,000円　②生活費等月額６万1,520
円（小学校低学年の場合）　③受託支度金４万
7,620円　④医療費（受診券による受診）　⑤

学校給食費等の実費　⑥進学等の修学金、支
度金
費　　用　保護者は、費用徴収基準額表（285
㌻）に基づき、里親への委託に要する費用を
負担する。
根拠法令等　児童福祉法　東京都養育家庭制
度実施要綱

◇ 専門養育家庭
　要保護児童のうち、被虐待児、障害児等を、
養子縁組を目的とせずに、一定期間家庭にお
いて養育する制度。認定を受けるには、都が
定める専門養育家庭研修を受講する必要があ
る。
養育費等（平成29年３月現在）　養育家庭の
場合と同様（ただし、里親手当月額１人目12
万3,000円、２人目以降８万7,000円）
費　　用　養育家庭の場合と同様
根拠法令等　児童福祉法　東京都専門養育家
庭制度実施要綱

◇ 親 族 里 親
　一定の要件を満たす要保護児童を、この児
童の扶養義務者及び配偶者である親族が引き
取り養育する。
対象となる児童　次の要件を満たすもの
①現に監護する保護者が死亡、行方不明、拘
禁、疾病による入院等の状態にあり、児童を
養護するものがいない状態にあること。　②
里親申込者へ養育を委託しなければ、児童を
児童福祉施設に入所させて保護しなければな
らないこと。

里　　親　　等
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　児童福祉施設には、次のようなものがある。
児童館・児童遊園など児童の健全育成を図る
児童厚生施設（137㌻）、保護者に代わって保
育する保育所（137㌻）、おおむね２歳未満で
保護者のいない乳幼児及び保護者による養育
が困難又は不適当な乳幼児を養育する乳児
院、保護者のいない児童、虐待されている児
童、その他環境上養護を要する児童を養育す

る、児童養護施設（１歳から18歳）、不良行
為をなし、又はなすおそれのある児童及び家
庭環境上の理由により生活指導を要する児童
の保護と指導に当たる児童自立支援施設、児
童養護施設等を退所した児童などに対して相
談、指導などを行う自立援助ホームがある。
　このほか、心身障害児のための施設として
は、医療型障害児入所施設（肢体不自由児）

施　　　　　設

養育費等　養育家庭の場合と同様（ただし、
里親手当は支払われない。）
費　　用　保護者は費用徴収基準額表（285
㌻）に基づき、里親への委託に要する費用を
負担する。
根拠法令等　児童福祉法　東京都親族里親制
度実施要綱

◇ ファミリーホーム
　 （小規模住居型児童養育事業）
　一定の要件を備えた養育者の住居におい
て、５人又は６人の要保護児童を、子供同士
の相互作用を活かしつつ、家庭的な環境の下
で養育する。
入所相談　児童相談所（43･310㌻）へ
費　　用　保護者は費用徴収基準額表（285
㌻）に基づき、ファミリーホームへの委託に
要する費用を負担する。
根拠法令等　児童福祉法　東京都ファミリー
ホーム事業（小規模住居型児童養育事業）設
置・運営基準

◇ 養子縁組里親
　要保護児童を、養子縁組を目的として家庭

において養育する制度。認定を受けるには、
都が定める研修を受講する必要がある。養育
期間がおおむね６か月程度経た時点で、家庭
裁判所に養子縁組の手続を行う。
養育費等　養子縁組をするまでの間は、養育
家庭の場合と同様（ただし、里親手当は支払
われない。委託時の支度金は４万3,820円）
費　　用　保護者は費用徴収基準額表（285
㌻）に基づき、里親への委託に要する費用を
負担する。
根拠法令等　児童福祉法　東京都養子縁組里
親制度実施要綱

◇ フレンドホーム
　児童養護施設又は乳児院に入所している児
童を、数日間家庭において受け入れ、児童に
家庭での生活を体験させる制度
申 込 み　お住まいの近くにある各施設（493
㌻）に直接申し込み、所定の手続を経て登録
する。
実施時期　学校等の休業期間など
根拠法令等　フレンドホーム制度実施要綱
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（128･453㌻）、医療型児童発達支援センター
（肢体不自由児）（129･453㌻）、福祉型障害
児入所施設（盲児）（129㌻）、福祉型障害児
入所施設（ろうあ児）（129･455㌻）、福祉型
児童発達支援センター（難聴児）（129･453
㌻）、医療型障害児入所施設（重症心身障害児）
（128･453㌻）、重症心身障害児（者）通所施
設（128･453㌻）、福祉型障害児入所施設（知
的障害児）（129･455㌻）、福祉型児童発達支
援センター（知的障害児）（129･455㌻）、福
祉型・医療型障害児入所施設（自閉症児）（128・
129･489㌻）などがある。
　児童福祉施設への入所は児童相談所（43･
310㌻）、又は福祉事務所（33･299㌻）で受け
付ける。費用は、世帯の所得に応じて費用徴
収基準額表（285㌻）のとおり負担する。

◇ 乳　児　院
入所対象　次のような状態にある乳児及び特
に乳児院にて養育する必要がある場合の就学
前の幼児
①保護者のいない場合　②保護者の疾病その
他の事情により、保護者による養育が困難又
は不適当な場合
養育内容　精神発達の観察・指導、授乳、食事、
おむつ交換、入浴、外気浴、健康診断など
費　　用　費用徴収基準額表（285㌻）のと
おり負担
入所相談　児童相談所（43･310㌻）へ
所 在 地　493㌻参照。10か所、定員507人
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課

☎5320-4136(直通)
32-655(内線)

FAX 5388-1406

◇ 乳児院の家庭養育推進事業
　乳児院の専門的な養育機能を強化し、虐待
等により問題を抱える児童の心身の回復支援
や保護者への育児相談を実施し、児童の家庭
復帰を促進する。また、家庭復帰が難しい児
童に対して、里親子の交流における寄り添い
支援や地域交流支援等の取組を強化し、養育
家庭への委託を促進する。
根拠法令等　乳児院の家庭養育推進事業実施
要綱
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課

☎5320-4136(直通)
32-655(内線)

◇ 児童養護施設
入所対象　原則的に１歳以上の次のような状
態にある児童
①父母と死別したり、父母に遺棄されていた
り、父母が長期にわたり心身に障害があるな
ど、現に保護者の監護を受けられない児童
②保護者がいても虐待されている児童　③そ
の他環境上養護を必要とする児童
養育内容　家庭的環境の中での生活・学習・
運動などの指導、小学校・中学校・高等学校
への通学、各種学校などへの通学（中学校卒
業児童）を行い、自立を支援する児童福祉施
設である。
費　　用　費用徴収基準額表（285㌻）のと
おり負担
入所相談　児童相談所（43･310㌻）又は福祉
事務所（33･299㌻）へ
所 在 地　494㌻参照　児童養護施設63か所、
定員3,212人（平成29年４月現在）
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課
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☎5320-4122(直通)
32-651(内線)

FAX 5388-1406

◇ 養護児童グループホーム
　児童養護施設に入所する児童のうち６人程
度の児童を施設から独立した家屋において、
家族的雰囲気の中で養育する制度。施設分園
型51ホーム、地域小規模型71ホーム、小規模
グループケア地域型ホーム23ホーム（平成29
年４月現在）
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課

☎5320-4122(直通)
32-653(内線)

FAX 5388-1406
根拠法令等　東京都養護児童グループホーム
制度実施要綱

◇ 専門機能強化型児童養護施設
　専門的ケアが必要な児童に対し、手厚い支
援を行うための体制を整備した児童養護施設
を「専門機能強化型児童養護施設」と指定し、
適切な支援を行うことにより児童の社会的自
立の促進を図る。（平成29年４月現在　44か
所指定）
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課

☎5320-4122(直通)
32-653(内線)

根拠法令等　東京都専門機能強化型児童養護
施設制度実施要綱

◇ 連携型専門ケア機能モデル事業
　都立児童養護施設（石神井学園）において、
生活支援・医療・教育を一体的に提供する「連
携型専門ケア機能」の試行を行い、虐待によ

る重篤な症状を持つ児童等に対する支援を充
実する。
根拠法令等　連携型専門ケア機能モデル事業
実施要綱
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課

☎5320-4134(直通)
32-657(内線)

◇ サテライト型児童養護施設
　施設不在区市等に都市型の新しい形態の施
設として、複数のグループホームや法人型
ファミリーホームを近接に設置し、児童養護
施設本園に準じた機能を付加して、ホーム職
員の手厚い支援・育成を行うとともに、地域
の社会的養護の拠点機能を併せ持つ「サテラ
イト型児童養護施設」を設置し、家庭養護及
び家庭的養護の推進を図る。
根拠法令等　東京都サテライト型児童養護施
設制度実施要綱
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課

☎5320-4122(直通)
32-653(内線)

◇ 児童自立支援施設
　児童自立支援施設は、不良行為をなし、又
はなすおそれのある児童及び家庭環境その他
環境上の理由により生活指導を要する児童を
入所させ、又は保護者の下から通わせて生活
指導、学習指導、職業指導等を通じて心身の
健全な育成及び自立支援を図る児童福祉施設
である。
費　　用　費用徴収基準額表（285㌻）のと
おり負担
入所相談　児童相談所（43･310㌻）又は福祉
事務所（33･299㌻）へ
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所 在 地　495㌻参照　２か所、定員252人（平
成29年４月現在）
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課

☎5320-4550(直通)
32-658(内線)

FAX 5388-1406

◇ 自立援助ホーム
　中学を卒業後、就職することにより児童養
護施設等を退所した児童等に、生活指導等を
行うことで社会的に自立するよう援助する施
設
対　　象　中学校卒業後、児童養護施設等を
退所し、就職をする20歳未満（大学等就学中
の者は22歳の年度末）までの児童等で、自立
のための援助を必要とする人
援助内容　①職業や生活についての相談、指
導　②入所児童の生活指導と勤務先との調整
③企業等の理解を求め、職場の開拓をすること。
費　　用　各ホームで設定した寮費（食費、
光熱水費等の実費）及び費用徴収基準表（285
㌻）のとおり負担
利用相談　児童相談所（43･310㌻）
所 在 地　495㌻参照　18か所（平成29年４月
現在）
根拠法令等　児童福祉法
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課

☎5320-4550(直通)
32-658(内線)

FAX 5388-1406

◇ 地域生活支援事業
　 　（ふらっとホーム事業）
　施設等を退所した者が社会に出た後に、就
労でつまずいたり、生活上の悩みを抱えたり

した場合に、気軽に利用できるよう、就職等
の相談ができる場や、同じ悩みを抱える者同
士が集える場所を提供し、必要に応じて支援
することによって、地域での生活を安定的な
ものとすることを目的とする。
対　　象　児童養護施設退所者等
援助内容　児童福祉や就労支援に精通したス
タッフを配置し、ソーシャル・スキル・ト
レーニング、相談支援、就職活動支援、生活
支援等を行うことにより自立を支援するとと
もに、退所した者同士が集まり、意見交換や
情報交換・情報発信等を行えるような場を提
供する。
根拠法令等　地域生活支援事業（ふらっと
ホーム事業）実施要綱
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課

☎5320-4550(直通)
32-658(内線)


